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ビッグデータ時代のマーケティング・
アナリティクスの展望

CONTENTS Ⅰ　ビッグデータをめぐる企業のニーズ
Ⅱ　マーケティングにおけるデータ活用の企業事例
Ⅲ　アナリティクスによるマーケティングの変革
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Ⅴ　マーケティング・アナリティクスにおける課題

1 「ビッグデータ」が話題となっているなか、データの量（Volume）だけではな
く、その種類（Variety）、発生頻度・更新頻度（Velocity）といった特性も含
めた観点から、従来とは異なるデータ活用に対する新しい取り組みが見られる。

2 ビッグデータをマーケティングに活用している通信販売企業の事例を見ると、
ｅコマース（電子商取引）などインターネットを活用することで、顧客データ
がデジタル化された形で容易に入手できるようになっている。顧客に関するそ
うした蓄積されたデータを分析してマーケティング施策に反映させていく「ア
ナリティクス（分析技術）」が、現在、あらためて重要になってきていること
がわかる。

3 さまざまなデータの分析、アナリティクスの活用が進むことで、企業のマーケ
ティングは「セグメンテーション」「KPI（重要業績評価指標）」「PDCA（計
画・実行・課題抽出・改善）」の３つの観点から、大きく変革される。

4 アナリティクスに必要な人材として、最近注目されているデータサイエンティ
スト（分析モデル構築・検証を担当）に加え、業種別の知識を有して改善仮説
を構築する業務コンサルタントの存在も重要である。

5 マーケティング・アナリティクスは、ビッグデータ時代となって変わる部分と
変わらない部分とがあることをわれわれは認識しながら今後も取り組んでいく
ことが求められる。

特集 マーケティング・アナリティクス

要約

日戸浩之 神田晴彦



5ビッグデータ時代のマーケティング・アナリティクスの展望

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ	 ビッグデータをめぐる
	 企業のニーズ

1	 ビッグデータ時代の到来
米国『Harvard Business Review』2012年

10月号で、「ビッグデータ」をテーマとする
特集「Spotlight on Big Data」が組まれた。
新聞・雑誌、セミナーやビジネス関連書籍の
タイトルには、そのビッグデータをはじめと
したデータ分析に関連するさまざまなキーワ
ードが踊り、それに呼応するように、データ
活用に関する企業の期待は日に日に高まって
いるように思われる。

大容量のデータ活用という意味では、これ
までにも「データウエアハウス」や「データ
マイニング」「BI（ビジネスインテリジェン
ス）」というキーワードが取り上げられ、IT

（情報技術）ベンダーからさまざまなシステ
ムの提案がなされてきたが、従来のこのよう
な取り組みは、主に小売りや金融、情報通信
の特定業務のなかで用いられることが多かっ
た。

一方で、ビッグデータは、明確な定義こそ
存在しないものの、Volume（データの量）
の飛躍的増加に加え、Variety（データの種
類）、Velocity（データの発生頻度・更新頻
度）の３つの観点から議論されており（これ
らを総称して「３Ｖ」と呼ぶことがある）、
従来の大容量のデータ活用とは異なるといえ
る。

最初の観点であるデータの量（Volume）
については、大容量処理技術・環境の発展に
伴い、扱える量が増えた。これまでの汎用ソ
フトウエアでは収集や管理、および許容され
る時間内での処理が困難であったテラバイト

（10の12乗）の上をいく、ペタバイト（同15
乗）やエクサバイト（同18乗）といったデー
タの量を扱える。

２つ目の観点はデータの種類（Variety）
である。特にインターネット技術の普及に伴
う情報の多様化により、これまで企業が収集
してきた売り上げや取引実績、Webサイト
のアクセスログなどのデータだけではなく、
位置データ、各種センサーから取得されるデ
ータなども収集可能になってきた。また、そ
のまま集計・分析可能な構造化されたデータ
だけでなく、非構造化データを解析する技術
も進展を見せた（テキストデータを解析する

「テキストマイニング」など）。その結果、イ
ンターネット上の文字情報を分析し、それを
マーケティングへ活用することも可能になっ
た。

３つ目の観点は、データの発生頻度・更新
頻度（Velocity）である。たとえば個々のデ
ータのボリュームが必ずしも大きくないもの
でも、企業は高頻度で取得・利用することが
可能になった。そのため、従来よりも適切な
タイミングでマーケティング施策を実施でき
るようになってきている。
「ビッグデータ」というキーワードのイメー
ジから、ついつい量（Volume）だけに注目
しがちであるが、このように、データの種類

（Variety）、発生頻度・更新頻度（Velocity）
といった量以外の２つの特性も忘れてはなら
ない。実際に、これらの３つの観点から、従
来のデータ活用とはまた違った新しい取り組
みが見られる。

たとえば小売りでは、「顧客の購入履歴」
「位置情報」「天候」などに応じたクーポンを
スマートフォンに自動的に配信することが技
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術的に可能になった。また、あるメーカーで
は、会員登録した顧客IDと、「Twitter（ツ
イッター）」アカウントのIDを結びつけるこ
とにより、情報発信力の高い消費者の抽出に
成功し、そうした消費者は、購入額の多いこ
れまでの消費者よりもマーケティング効果が
高いことが検証された。また、金融機関で
は、複数の履歴データを紐づけることによ
り、解約予測の検出率を大幅に改善すること
に成功している。

以上のように、ビッグデータから必要なタ
イミングでデータを適宜取得し、さまざまな
種類のデータを関連づけることで、マーケテ
ィング施策の実現可能性を高めることができ
る。

2	 経営課題とIT活用への期待
このようにビッグデータを活用する時代を

迎えるなかで、国内企業が重点を置く「経営
施策への取り組み」と「IT活用と効果への

図1　国内企業における重点経営課題とIT活用への期待
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顧客情報・販売情報の
収集・分析機能強化

情報の川上・川下共有
によるSCM効率化

取引情報の顧客単位での
統合的管理

◆研究開発、商品・サービス開発
（ア）技術、特許保有企業の買収
（イ）研究開発拠点の統廃合・再配置
（ウ）研究開発管理の強化
（エ）商品・サービスの多様化 
（オ）付加価値の高い商品・サービスへのシフト 
（カ）市場投入するまでの期間の短縮 
（キ）付帯サービス、関連商品、アフターサービス充実
■調達・生産・物流
（ク）仕入れ・調達先の変更や範囲の拡大 
（ケ）生産方式の改善による生産の効率化 
（コ）生産技術の空洞化防止 
（サ）情報の川上・川下共有によるSCM効率化 
（シ）調達・生産・物流のグループ外連携 
（ス）グローバル規模でのSCM最適化 

▲営業・販売
（セ）営業現場における情報活用力の強化
（ソ）販売チャネルの選別や統廃合 
（タ）従来とは異なる販売チャネルの構築 
（チ）対面チャネルと非対面チャネルの連携強化
（ツ）顧客情報・販売情報の収集・分析機能強化
（テ）取引情報の顧客単位での統合的管理 
（ト）最終消費者とのコミュニケーションや関係強化
●経営管理
（ナ）部門情報集約による経営判断の仕組み強化 
（ニ）財務会計適正化・迅速化にかかわる仕組み改善 
（ヌ）リスク管理体制の構築・拡充 
（ネ）間接業務の外部化 
（ノ）グループ再編・M&Aに伴う機能統合や業務の共通化 
（ハ）グローバル化に伴う経営管理手法の改革 
（ヒ）グローバル化に伴う組織再編 
（フ）緊急時事業継続を可能にする体制構築 
（ヘ）環境問題への対応（排出量削減など）

IT活用と効果への期待

注 1）アンケート結果のデータ（5段階評価）を加重平均した値をグラフ化している 
　 2）IT：情報技術、M&A：企業合併・買収、SCM：サプライチェーン・マネジメント
出所）野村総合研究所「経営戦略におけるIT（情報技術）の位置づけに関する実態調査」 （2011年9月、404社、経営企画部門の担当役

員もしくは部室長に相当する方を対象）
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期待」の双方で高く位置づけられている項目
を見ると、情報活用関連が多いことがわかる。

野村総合研究所（NRI）が大手企業の経営
企画部門の担当役員・部室長を対象に行った
調査の結果を見ると、「経営施策への取り組
み」と「IT活用と効果への期待」の双方を
重視するとしている項目のなかで目立つの
が、

● 営業現場における情報活用力強化
● 部門情報集約による経営判断の仕組み強

化
● 顧客情報・販売情報の収集・分析機能強

化
● 情報の川上・川下共有によるSCM（サ

プライチェーン・マネジメント）効率化
● 取引情報の顧客単位での統合的管理
──といった企業の情報活用とそれに基づ

く意思決定支援、営業力強化などに関する項
目である（図１）。

また、MIT（マサチューセッツ工科大学）
が北米の株式公開企業330社を対象に行った
調査の結果によると、データ重視を自認する
企業ほど財務・営業両面の客観的指標が優れ
ていることが明らかとなっている。特に意思
決定におけるデータ重視度で業界の上位３分
の１までの企業は、平均すると競合他社を生
産性で５％、収益性で６％上回っていた注1。

以上のように、情報活用・データ活用は企
業経営にとって、非常に重要な課題となって
いる。

Ⅱ	 マーケティングにおける
	 データ活用の企業事例

ここでビッグデータをマーケティングに活

用している具体的な事例としてニッセンの取
り組みを見てみよう。

カタログ通信販売のニッセンは以前から顧
客データ分析に力を入れ、顧客に合わせたマ
ーケティング施策を実施してきた。たとえ
ば、性別や年齢、ライフスタイルによって、
10種類以上ものカタログを組み合わせ、年間
で約２億冊を顧客に届けている。それも、二
世帯住宅には、本人宛てだけでなくシニア向
けのカタログを用意したり、さらに育児中の
女性の場合には、子ども向けのカタログも一
緒に送ったりするという工夫をしている。

カタログだけでなく、同社が特に力を入れ
ているのがｅコマース（電子商取引）であ
る。2010年にはオンラインでの売り上げが全
体の半分を超え、なかでもモバイルからの比
率はその３割を占めるようになっている。そ
のため、前述のカタログでの取り組みと同様
に、顧客の属性に合わせてWebサイトのト
ップページ（マイページ）や商品の紹介ペー
ジを変更するような工夫をしてきた。

近年、顧客ニーズや購買機会の多様化に対
応するなかで、競争力と顧客満足度を共に高
めるためには、さらなる顧客理解が必要にな
ってきた。そこでニッセンは、社内に膨大に
蓄積された顧客情報だけではなく、社外のデ
ータからも新たな顧客情報を取得できるので
はないかという仮説を立て、ビッグデータ活
用に着手した。

具体的には、「Facebook（フェイスブッ
ク）」やTwitterなどのソーシャルIDによっ
てオンライン通販サイトにログインできるよ
うにした。ログイン時に、個人のプロフィー
ルや書き込み内容などにアクセスできる許可
を得て、その代わりに、顧客に合わせた情報
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を表示可能にすることで、顧客サービスの利
便性向上を図った。

加えて、ソーシャルIDとニッセンの会員
IDを結びつけることによって、ソーシャル
メディア上の情報と、これまでの社内の購買
履歴とを関連づけたデータ分析を可能にし
た。

これらのデータをテキストマイニング分析
した結果、たとえば、これまでの顧客登録情
報や購買履歴ではあまり知ることのできなか
った、イベント情報（結婚、出産、引っ越
し）、趣味・嗜好（ペット、旅行、スポー
ツ、グルメ）などの情報まで把握が可能にな
り、前述のカタログ送付やWebサイトでの
表示に有効な、約200ものマーケティング変
数を新たに抽出することに成功した。

実際に、ペットオーナー女性のセグメント
を抽出し、ペット関連グッズをレコメンドし
たところ有効性が見られた。また、「引っ越
しする」という発言をした顧客にインテリア
関連の商品をレコメンドすることなど、新た
なマーケティングが可能になった注2。

従来の社内データではこのような顧客情報
の活用は困難であったが、さまざまなデータ

（Variety） を、 高 頻 度（Velocity） で 取 得
し、関連づけ・統合させた大容量データ

（Volume）を構築したことによって新たな取
り組みが可能になった好事例といえるであろ
う。

Ⅲ	 アナリティクスによる
	 マーケティングの変革

前章で見たように、企業が活用できる顧客
の嗜好や購買動向に関連するデータは、近

年、以前とは比較にならないほど増加してい
る。その背景にはインターネットの普及によ
って、顧客データがデジタル化された形で容
易に入手できるようになったことがある。企
業はこれらのデータを分析することで、顧客
をより詳しく知ることが可能になり、広告・
販売促進はもとより、商品・サービスを顧客
ニーズに沿って効率的にカスタマイズできる
ようになった。

このように蓄積された顧客に関するデータ
を分析して、それをマーケティング施策に反
映させていく「アナリティクス（分析技術）」
が、現在、あらためて重要になっている。ア
ナリティクスとは、手元にあるデータを解析
するための幅広い技術・技法の総称である。

さまざまなデータの分析、アナリティクス
の活用が進むことで、マーケティングがどう
変わるかについて、ここでは、

①セグメンテーション
②KPI（Key Performance Indicator：重

要業績評価指標）
③PDCA（計画、実行、課題抽出、改善）

──の３つの観点から論じる注3。

1	 アナリティクスに基づく新たな
	 セグメンテーションの可能性

従来のマーケティングにおいては、一般的
にデモグラフィック属性といわれる性・年
代、世帯類型、地域などが顧客のセグメンテ
ーションの軸として用いられてきた。しか
し、消費者のニーズ・行動の多様化が進み、
一般的な性・年代などの軸で分析するだけで
は不十分な場合が多くなっている。

また会員制組織などで会員情報を収集し、
それをセグメンテーションに活用しようとし
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ても、家族構成、職業、趣味など本来ほしい
会員情報は未更新であることが多く、十分な
ものではない。顧客へのアンケートを通して
収集する情報もその時点では有効であるが、
一人ひとりの嗜好や行動は刻々と変化してい
るため限界がある。

それがビッグデータ時代では、さまざまな
情報を新たに獲得、活用できるようになるこ
とで、新しいセグメンテーションの方法が広
がっている（図２）。たとえば各種の会員カ
ードの仕組みを使うことで、いわゆるID付
きの購買履歴（誰が何の品目を購入したか）
のデータを収集できる。そのデータから購買
頻度などを算出して、顧客ロイヤルティに基
づくセグメンテーションが可能となる。

英国の大手小売業であるテスコでは、会員
カードによる購買・決済の普及を推進するこ
とで、会員IDと購買履歴を結びつけている。
それに品目別に「商品DNA（容量の大中小、
鮮度がよい、調理が簡単、子ども向けといっ
た情報）」と呼ばれる商品属性のデータを付

加し、品目別の購買履歴と結びつけること
で、高度なライフスタイル・セグメンテーシ
ョンを行っている。

携帯電話端末・スマートフォンとGPS（全
地球測位システム）技術から得られる消費者
の位置情報を活用して、現在地に応じたDM

（ダイレクトメール）を送るようなターゲテ
ィング施策が可能となる。Webサイトへの
アクセスログを解析して、消費者の思考・行
動変化に応じたセグメンテーション、ターゲ
ティングを行う取り組みも増えている。
Facebook、Twitterなどのソーシャルメディ
アでのつぶやきや発言内容、ソーシャルグラ
フ（Webサイト上での人間同士の関係、結
びつきに関する情報）を分析することで、た
とえば、インフルエンサー（情報発信力のあ
る消費者）としての影響度（発信頻度、フォ
ロワー数等）などに基づくセグメンテーショ
ンが可能である。

このように、顧客の実行動に基づくさまざ
まな情報を活用することで、顧客のセグメン

図2　ビッグデータによるセグメンテーション、ターゲティング例

顧客の実行動に基づくことで、セグメンテーションをダイナミックに変化させることが可能

注）GPS：全地球測位システム、SNS：ソーシャル・ネットワーキング・サービス
出所）各種資料、各社Webサイトより作成

既存データ

購買履歴 位置情報 アクセスログ つぶやき・交友関係など

顧客ロイヤルティによ
るセグメンテーション

現在地・出発地に応
じたターゲティング

思考・行動変化に応
じたターゲティング

ソーシャルグラフによ
るセグメンテーション

会員カード 携帯電話端末・
スマートフォン、
GPS

Webサイト SNS
nanaco、
Tカード、
waon
など

Facebook
Twitterなど
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テーションをダイナミックに変化させながら
マーケティング施策が実行できる。

2	 アナリティクスに基づく
	 KPIの精緻化

経営戦略において、まず命題となる「目
標」を定め、次にその目標を具体的に実現す
るための施策を策定した際に、その施策がき
ちんと遂行されているかどうかを測定する
KPIと呼ばれる「指標」が、最近では重視さ
れるようになってきている。マーケティング
においても、KPIを定め、「4P」と呼ばれる
Product（商品）、Price（価格）、Place（販
売チャネル）、Promotion（広告・販売促進）
のマーケティング施策の業務プロセスをモニ
タリングすることが重要となっている。

ビッグデータといわれる各種のデータを活
用することで、このKPIをより精緻化できる。

オギノは山梨県を中心に、2013年11月現
在、39店舗を展開しているスーパーマーケッ
トである。1996年に「オギノグリーンスタン
プポイントカード」を導入し、購入金額に応
じて貯まるポイントを顧客に還元するととも
に、それによって収集したID-POS（顧客の

IDに基づいた販売時点情報管理）のデータ
を活用して、さまざまなクーポンハガキを送
付したり、購入時のレシートにOne to One
でポイントプレゼント企画を実施したりする
などのプロモーションを展開している。

図３にあるように、オギノでは一般的に用
いられているKPIを精緻化して活用してい
る。たとえばDMの効果をDM送付後のリピ
ート率とすることで、より明確に把握してい
る。また、クロスセルの効果、顧客の声、個
店の評価などをオギノの定義する優良顧客層
に絞って定量化することで、KPIをより精緻
なものにしている。

KPIの設定は戦略上の「目標」に応じて定
められる。たとえば最近では、「いかに少な
いマーケティング投資で効果を上げるか」を
目標とするならば、「マーケティングROI（マ
ーケティング投資を分母、そこから得られた
利益を分子とした指標）」がKPIの候補にな
る。

3	 PDCAサイクル運用の高度化
設定されたKPIに基づき、マーケティング

のPDCAサイクルを運用していくことが求め

図3　オギノの会員制度（ポイントカード）とKPI

オギノのKPI一般的KPI

■1996年に「オギノグリーンスタンプポイント
カード」導入 

■値引きの道具ではなく、「利便性提供」が目的 
●　当初はポイント値引き中心だったが採算悪化 
●　分析専任担当者設置（営業企画部、商品部、
店舗運営部など）

■カード利用率を高め、ID-POS情報を充実

DM効果

クロスセル 
の発見

顧客の声
の活用

DM送付後の
売上上昇率

DM送付後の
リピート率

同時購買商品 優良顧客の
一定期間内購買商品

件数が多い不満 最優良顧客の不満

個店評価 売上前年同月比 優良顧客の
買上金額減少額

注）DM：ダイレクトメール、GIS：地理情報システム、KPI：重要業績評価指標、ID-POS：顧客のIDに基づいた販売時点情報管理
出所）『日経情報ストラテジー』（日経BP社）、『チェーンストアエイジ』（ダイヤモンド・フリードマン）より作成

オギノの会員制度（ポイントカード）
の取り組み

POS GIS

顧客情報 ポイント
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られる。それには、課題抽出（Check）の機
能充実のために各種のビッグデータを駆使す
るとともに、そのリアルタイム化、アジャイ
ル化（機敏・迅速化）が鍵となる。

カジュアル衣料のポイントは、自社のター
ゲットを20代、30代の女性に絞ったうえで、
商品企画から店頭販売までの時間の短縮

（2009年時点で平均45日）を実現している。
売り上げ、仕入れ、在庫データをもとにブラ
ンドごとに在庫管理を日次で行い、商品投入
後も期中に素材や色などを機動的に修正でき
るようにし、最長３カ月の商品供給、平均１
カ月で店頭の商品の大半が入れ替わる仕組み
を整えて、顧客に頻繁な来店を促す新鮮な店
舗づくりを展開するなど、マーケティングの
PDCAサイクルのアジャイル化を徹底してい
る注4（図４）。ポイントは、生産を外部に委
託するODM（相手先ブランドによる設計・
生産）を強みに売上高1000億円超の企業に成
長したが、最近ではODMが競合他社との同
質化を招いたという反省のもとSPA（製造小

売り）を導入し、デザイン・生産の機能の内
製化を図りながら、市場の変化に対応した
PDCAサイクルをいかに運用するかの新たな
挑戦を進めている注5。

Webマーケティングの世界では、特に計
画（Plan）、実行（Do）が比較的容易であ
る。たとえば、まず一部の層にキャンペーン
参加を促すDM（電子メール）を送付し、そ
の効果を測定してから、DM効果が高かった
セグメントの層に、追加ですぐにDMを送付
するというようなプロモーション施策である。

その際には、プロモーションの効果をすぐ
に測定できる分析プロセスをPDCAサイクル
に組み込むことが求められるため、ICT（情
報通信技術）の活用も検討することが重要で
ある。

社内外に散在する大量の情報資源やデータ
を集約し、それを分析・活用するための仕組
みであるBI（ビジネスインテリジェンス）
と呼ばれるシステムを活用することで、必要
な情報を、必要なタイミングで提供できるよ

図4　ポイント（カジュアル衣料）のビジネスモデルの特徴

急速に変化する
消費者のニーズ

販売チャネル 商品企画

ポイントのビジネスモデルの特徴

■値引きなしで売り切れる的確な商品企画 
●　ターゲットと同世代の若手女性社員に権限を委譲 

■商品企画から店頭販売までの時間の短さ（平均45
日） 
●　商社との協業と現場への権限委譲
●　生産は商社との協業から自社生産拡大に移行 

■投入後、期中に素材や色などを機動的に修正 

■在庫管理 
●　売り上げ、仕入れ、在庫データをもとにブランド
ごとに即日対応 

■顧客に頻繁な来店を促す新鮮な店舗づくり 
●　最長3カ月の商品供給、平均1カ月で店頭の商品
の大半が入れ替わる

生産

出所） 一橋大学「ポーター賞」運営委員会「第9回ポーター賞受賞企業・事業」（http://www.porterprize.org/）、各種報道資料などより作成

自分に合った
ブランド選択

商品企画は若い
女性社員が担当

市場ニーズの
変化への対応

生産は商社との協業から
自社生産拡大へ

商品投入後の修正と
新鮮な店舗づくり

ターゲット層
（主に女性20代、30代）

の変化

ブログ､SNSなどが
主な情報源に
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うになる。
またPDCAサイクルを運用する時の課題抽

出（Check）の際には、必ずしも定量的なデ
ータでなく、定性情報が活用されることもあ
る。最近あらためて注目を集めている、行動
観察などによるエスノグラフィックアプロー
チのような手法から集められた定性情報の活
用を検討することも求められる。

Ⅳ	 アナリティクスのために
	 企業が必要とする人材、体制

次に、アナリティクスがからむ実際のプロ
ジェクトを推進する際にどのような人材・体
制が必要になるかについて、NRIが過去に実
施したさまざまな業界のプロジェクト（コン
サルティング、システム開発の双方を含む）
での経験をもとに整理した結果を示す。

1	 マーケティングのPDCAサイクル
	 の運用とアナリティクス

前章まで見てきたさまざまな企業の事例か
らもわかるように、マーケティングのPDCA

サイクルには、データを収集・分析するアナ
リティクスがさまざまな局面でかかわってく
るが、特に計画（Plan）と課題抽出（Check）
のステップでは、データ分析に基づく提案と
示唆が求められている（図５）。

第Ⅰ章で見たように、ビッグデータの活用が
進むことにより、データの量（Volume）、デ
ータの種類（Variety）、発生頻度・更新頻度

（Velocity）に変化がもたらされた。それら
に対してITを活用することで、大容量デー
タの処理、非構造化データの解析、高速・高
頻度のデータ処理が可能となった。

このことは、ITの活用によってアナリテ
ィクスのプロセスが変わることを意味してい
る。特にデータ収集、データ解析はITによ
って直接的に大きく変わるステップである
が、そのほかにも、ITを活用することで実
現できることがある。１つは問題発見の機会
を飛躍的に拡大させられることであり、もう
１つはデータに基づく仮説構築・検証から、
提案や示唆を生み出すプロセスをより創発的
で俊敏なものに変えることである。

そのようにマーケティング・アナリティク

図5　マーケティングのPDCAサイクルの運用とアナリティクス

デ
ー
タ
に
基
づ
く
戦
略
的
・
戦
術
的
な

意
思
決
定
の
高
速
化
・
高
度
化
の
実
現

注）「アナリティクスの手順」の濃い網がけはITの影響が大きいステップであることを示す

アナリティクスの手順 ビッグデータ登場の影響
ITが可能にしたこと

■データ量（Volume）
•大容量データの処理技術

■データの種類（Variety）
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•高速・高頻度のデータ処理マーケティングの
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ITの活用により実現すること

■問題発見の機会が飛躍的に拡大
■データに基づく仮説構築・検証から、
提案、示唆を生み出すプロセスをよ
り創発的で俊敏なものに変革
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スを変えることで、マーケティングのPDCA
サイクルの運用を変革し、データに基づく戦
略的・戦術的な意思決定の高速化・高度化が
実現できる。

2	 アナリティクスにおける
	 業務コンサルタントの重要性

このようにアナリティクスを推進するため
にはITの活用が重要となっており、そのこ
とを前提に必要な人材について整理する。ま
ず、アナリティクス上でデータ分析が必要と
なる業務をBI（ビジネスインテリジェンス）
とBA（ビジネスアナリティクス）に分けて
考えてみる（図６）。なお、BIの範囲につい
てはさまざまな見方があるが、本稿では以下
のように設定している。すなわち、ここでい
うBIとは、「過去のデータを集計して過去に
何が起きたのか、その実態を明らかにしたう
えで、背景にある問題点を分析してどのよう
な対策が必要かを検討し、KPI設定まで含め

て行う業務」である。
それに対して、BAのほうは「分析モデル

を利用して原因を検証したり、今後の予測や
最適化を図ったりする業務」である。

BI、BAの双方で重要なのが改善のための
仮説構築のプロセスである。この仮説構築
は、戦略を立案する役割の人材（戦略コンサ
ルタント）に加えて、当該業界の業務に精通
している人材が必要であり、ここではその人
材を「業務コンサルタント」と呼ぶことにす
る。業務コンサルタントは、戦略コンサルタ
ント的な人材が兼務することも可能である
が、当該業界の業務知識をベースに、業務な
どに関する改善仮説の構築やKPI設定などを
担う（次ページの図７）。

BI、BAのいずれの場合でも、改善仮説を
いかに有効に立てられるかが重要となる。仮
説なくして収集したデータを分析しても、有
効な結果を得ることは難しい。そこで改善仮
説を構築する業務コンサルタントの役割が重

図6　データ分析の分類

注）特に、BIとBAの区分・範囲については、NRIの見解に基づいている 
出所）トーマス・H・ダベンポート、ジェーン・G・ハリス著、村井章子訳『分析力を武器とする企業──強さを支える新しい戦略の科学』

（日経BP社、2008年）をもとに作成
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要となる。

3	 データサイエンティストの役割
分析モデルを利用して原因を検証したり、

今後の予測や最適化を行ったりするBAで
は、分析モデルを用いたデータ解析、仮説検
証を担う業務が必要であり、その人材がデー
タサイエンティストである。

データサイエンティストが作成する分析モ
デルとは、現実の世界をデータ分析で扱える
ように簡略化したものであり、現実にかかわ
るデータに対して分析モデルを用いて解くこ
とにより現実の問題を解明する。

データサイエンティストというと、最近で
は、顧客の属性や購買履歴、嗜好といった蓄
積されたデータに、天気や交通量、株式相場
などの流通する情報を加えた、いわゆるビッ
グデータを分析・解析して、効果的な販売促
進や調達、需要予測などを導き出す職業の総
称として呼ばれることが多くなっている。統
計などの専門性を有するプロフェッショナル
人材であり、今後ビッグデータを分析する需

要が増えるとともに、人材不足に陥ることが
懸念されている。グーグルのチーフエコノミ
ストであるハル・ヴァリアン（Hal Varian）
氏が2009年のインタビューで、「今後10年間
でセクシーな職業は統計家である」と語って
いる注6。

最近では、社内にデータサイエンティスト
で構成される組織をつくって、社内のデータ
分析を支援する体制を取る企業も出てきてい
る。

花王ではマーケティング開発部門の傘下
に、６人のデータサイエンティストからなる
デジタルビジネスマネジメント（DBM）室
を設置している注7。この組織はもともと、
マーケティング投資のROI（投資収益率）を
測定するためのDBMプロジェクトとして
2004年に発足し、05年に独立した組織に昇格
した。当初はデータ分析システムを構築し、
実際の分析と改善を現場に任せるという「道
具先行型」の方針を取っていたが、現場と密
に対話をしながら課題を一緒に見つけ出し、
改善策を考案する「課題解決型」の組織へと

図7　アナリティクスに必要な人材・体制
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変身している。
たとえば、衣料用の洗剤、漂白剤、柔軟仕

上げ剤、消臭剤の４つのカテゴリーの併買実
態をDBM室が分析し、その結果、漂白剤が
消費者の購買のハブになっていることを明ら
かにした。漂白剤を拡販することによって他
の商品の販売増が期待されるため、それに向
けたプロモーションを強化するなどして、漂
白剤の2012年の売上高をその商品の発売初年
度の08年の３倍に増やすことに成功してい
る。

DBM室は、分析手法を重視したアプロー
チについ走りがちな傾向を改めて、最初に目
的・方針を明確にすることや、「わかりやす
さ、測りやすさ」を重視して収集・分析・評
価する項目を定めるという基本方針を取って
いる。

データサイエンティストや業務コンサルタ
ントの活動を支援するために、ICTの専門性
を有するエンジニアによるサポートやシステ
ム的な基盤整備も重要になっている。ビッグ
データ時代となり、大量のデータを扱うケー
スも増えてきているなかで、パソコンレベル
では扱えないようなケースが増大している。
分析が容易にできるよう、事前のデータ加工
や、また分析ツールの設定・整備が求められ
る。

以上のように、BI、BAのプロジェクトを
実行するためには、さまざまな機能、役割を
担う人材が求められるようになってきてい
る。PDCAサイクルを高速に運用するには、
可能であれば一人の人間で完結できるのが理
想ではあるが、現実にはそれは実現困難にな
ってきているため、一体化したチームをいか
につくり緊密な連携を図っていくかが重要と

なる。

Ⅴ	 マーケティング・アナリティ
	 クスにおける課題

ビッグデータ時代の企業のマーケティング
活動におけるアナリティクスの活用の現状と
課題について概観してきた。

本章では、ビッグデータ時代を迎え、マー
ケティング・アナリティクスにおいて変わっ
た点と変わらない点をあらためて挙げること
によって、そこから今後、われわれが課題と
して認識すべき点を整理する。

1	 ビッグデータ時代となり、
	 マーケティング・アナリティクス
	 に変化をもたらしている点

ビッグデータの利用が進むことで、マーケ
ティング・アナリティクス上では以下の３つ
が変化している点として挙げられる。

（1）	 適用できるデータの量・質の拡大

ビッグデータ時代となり、マーケティング
で活用できるデータが、量（Volume）の増
大だけではなく、種類（Variety）、発生頻
度・更新頻度（Velocity）といった質的な要
素も変化してきたことで、適用できるデータ
の範囲は拡大している。

データを分析する際に関連するITも進歩
するなかで、拡大するデータの量・質に対応
できる分析のためのツールや基盤の整備が求
められている。また業務コンサルタント、デ
ータサイエンティストなど、アナリティクス
にかかわる人材の個々のスキルと分業体制で
取り組む組織力が重要となってくる。
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（2）	 アジャイル化

市場変化に対応するには、収集されるデー
タを発生頻度・更新頻度が上がる形で迅速に
分析して、高速のPDCAサイクルを回せるよ
うにすることが求められている。この、いわ
ばPDCAサイクルのアジャイル化を支えるマ
ーケティング・アナリティクスが重要となっ
ている。

（3）	「見える化」とPDCAサイクルの	
	 運用に対する企業の姿勢

ビッグデータがある種のブームとなり、産
業界に浸透することで、データ活用に対する
日本企業のニーズが高まっている。そのこと
は、データを分析してKPIを設定することで

「見える化」を図る、あるいはPDCAサイク
ルの運用に前向きに取り組む、という企業の
姿勢の変化につながっている。このような企
業側の変化については、われわれも日ごろ、
企業側から受ける相談や議論を通じて実感し
ているところであり、今後、相当な可能性、
ポテンシャルがあると見ている。

2	 マーケティング・アナリティクス
	 に関して、従来から変わらない
	 重要な点

一方で、ビッグデータ時代となっても、マ
ーケティング・アナリティクスに関して変わ
らないこととして、以下の２点を挙げてお
く。

（1）	 データの価値

米国の広告会社オグルヴィ・アンド・メイ
ザーグループのデータサイエンティストであ
るディミトリ・マークス（Dimitri Maex）

氏は、最近のビッグデータのブームを評し
て、「データそのものが急に価値を増したの
ではない」と主張する。そしてデータの価値
は量で測ることはできないのであり、従来存
在する規模が小さい、いわばリトルデータ、
スモールデータでもビジネスの成長に大きく
貢献できるという注8。

すなわち、データの価値は目的に応じて定
まるものであり、データの量にかかわらず、
従来存在していたものの今まで死蔵されてい
たデータの活用にも目を向けるべきである。

（2）	 仮説構築の重要性

入手できるデータの量・質が拡大し、デー
タ分析にかかわる情報技術が進歩すること
で、分析の方法やアプローチは変化する可能
性があるが、仮説なしに分析することは、依
然として効率的ではなく、正統なアプローチ
ではない注9。それゆえ、各業界の業務知識
をもとに仮説を構築する業務コンサルタント
の役割の重要性は変わることはないといえ
る。

さらにいえば、企業内にいて戦略策定を担
当する人材においても、分析モデル、KPI設
定、それらに関連するITなどを理解・操作
できる学際的な人材であることが望ましく、
そのような戦略策定者の創造性がアナリティ
クスの活用を通じて増幅されるのであれば、
それは企業の強みとなるであろう。

本特集の第一論考である本稿は、最近のビ
ッグデータ時代におけるマーケティング・ア
ナリティクスの現状と課題を整理した総論に
位置づく。

続く第二論考・栗原一馬「実践的なマーケ
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ティングROIの測定と活用」は、マーケティ
ングにおいて、最近重要なKPIとなっている
マーケティングROIの実践的な測定と活用に
ついて事例を交えながら説明する。

第三論考・石原進一、高野悠哉「Webマ
ーケティング・アナリティクスによる『ファ
ン化』の促進──『チェリーピッカー』の選
別と『ジェニュイン・ファン』の育成・活
用」では、消費者への浸透が進むインターネ
ットのWebサイトを介して収集できるデー
タを活用して、企業が「ジェニュイン・ファ
ン（信頼できる本当のファン）」を育成する
方法を詳述している。

第四論考・宮脇陽子「エスノグラフィック
アプローチの導入による企業の競争力向上
──定性情報を重視したマーケティング・ア
ナリティクス」は、顧客起点の価値創造に基
づく商品開発力強化のために行動観察などの
エスノグラフィックアプローチを採用し、さ
らにそれによって収集した定性データを分析
する人材確保と実務に結びつけるプラットフ
ォーム構築の重要性を説いている。

以上の４つの論考により、本特集は、ビッ
グデータ時代のマーケティングにおけるアナ
リティクスの重要性をあらためて整理し、そ
の具体的な方法論と課題を包括的に描くこと
を試みている。
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